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継続企業の前提に関する事項の注記に関するお知らせ 
 

 当社は、平成 23 年 4 月 5 日開催の取締役会において、平成 23 年 11 月期第１四半期決算短信及び四半

期報告書における継続企業の前提に関する事項について、下記のとおり注記することを決議いたしましたので、 

お知らせいたします。 
 

記 

 
当社グループは、前連結会計年度まで２期連続して営業損失、経常損失及び当期純損失を計上し、営業活

動によるキャッシュ・フローも２期連続してマイナスとなりました。また、前連結会計年度において減損損失等の多

額の特別損失を計上したことにより、前連結会計年度末において 33,913 千円の債務超過となっております。 
当社グループでは、当該状況を解消するために、収益力の回復に努めて参りました。収益化の見込めない 

不採算事業から撤退したほか、営業損失が大きく膨らんでいたシステム事業についても事業改革を断行し、  

前第４四半期連結会計期間には営業利益を計上するまでに回復しておりました。 
当第１四半期連結会計期間においても、大きな成長を見込んでいる障がい者雇用支援サービスの立ち上が

りに若干の遅れが見られるものの、人材派遣サービスの需要が伸張している人材ソリューション事業の売上が  

計画を上回り、全体としてはほぼ計画通りに推移しております。しかし、第１四半期連結会計期間は一部の事業

にとっては閑散期となるため、結果として、営業損失 25,691 千円、経常損失 29,398 千円と損失を計上し、   

営業活動によるキャッシュ・フローも 82,073 千円のマイナスとなっております。なお、子会社株式の売却により、   

四半期純利益は 20,413 千円となり、債務超過額は 13,691 千円にまで減少しております。 
当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況が存在しております。 
当社グループでは、当該状況を解消すべく、立案した事業計画の達成に粛々と努めてまいります。また、  

安定した資金の調達を図るため、取引金融機関との良好な関係を維持することで、金融機関へ短期借入金の

借り換えを前提とした継続支援の要請に努めて参ります。さらに、子会社株式等の資産売却、第三者割当増資

等の資本増強も引き続き検討して参ります。 
しかしながら、上記の事業計画については、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震及び  

それに伴う計画停電等の影響により、今後の経済情勢が変化する可能性があり、大きな不確定要素を内包して

おります。 
また、当第１四半期連結会計期間末の短期借入金の残高は 516,000 千円で、その返済期限は最長で平成

23 年 9 月 30 日であります。今後、金融機関との借り換え協議が合意に至らない場合、当社グループの資金繰

りが著しく悪化する可能性があります。 
 これらのことより、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 
 なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実

性の影響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。 
以 上 
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